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ISID コーポレートガバナンス・ポリシー 

 
第 1 章 総則 

 
１．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、迅速、公正かつ透明性の高い経営を遂行し、健全かつ継続的な成長を図るために、
経営環境に応じたコーポレートガバナンスが重要であると認識している。 

この基本的な考え方に基づいて、本ポリシーを基本方針として定め、取締役会が関連法令
の改正や社会的・経済的な事業環境の変化等に応じて適宜見直すことで、より良いコーポレ
ートガバナンスの実現に取り組んでいく。 

 
２．ISIDグループ企業理念 
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３．サステナビリティ方針 
 
ISIDグループは、「誠実を旨とし、テクノロジーの可能性を切り拓く挑戦者として、顧客、生活
者、社会の進化と共存に寄与する。」と定めた企業理念のもと、テクノロジーの活用・実装を通
して、サステナブルな社会の実現を目指します。 
 豊かな地球環境の保全と、人々が幸福感をもって暮らせるサステナブルな社会づくりに貢献

します。 
 人権と多様性を尊重し、健康に配慮した働きやすい環境を整備します。 
 ISIDグループ全体を包含する、透明性の高いガバナンス体制を構築します。 
 
（活動の範囲と指針） 
 ISIDグループが関わるバリューチェーン全体を活動の範囲とします。 
 すべてのステークホルダーに対して、適切な情報公開と責任ある対話を行います。 
 ISIDグループすべての従業員へ教育を行い、エンゲージメントの向上を促し、活動の浸透を

図ります。 
 取締役会の適切な監督のもと、継続的改善活動を通して強固なサステナビリティ推進体制を

構築します。 
 
４．制定・改定・廃止 
  本ポリシーの制定・改正・廃止は、取締役会の決議を経て行う。 
  

第2章 株主の権利・平等性の確保 
 

１．株主総会および株主 
（１）議決権行使の環境整備 

当社は、株主総会における議決権の行使が株主の重要な権利であることを認識し、議決権電
子行使プラットフォームへの参加や招集通知の英訳等を通じて、適切に議決権を行使するこ
とができる環境整備に努める。 

 
（２）株主への情報開示 

当社は、株主間で情報格差が生じないよう適時適切に情報開示を行う。 
 

（３）株主との建設的な対話 
当社は、取締役会において、株主との建設的な対話を促進するための方針を別紙のとおり定
める。また方針に沿って様々な株主との積極的な対話を推進し、対話を通じて当社の経営方
針等についての理解を深めて頂くよう取り組むとともに、対話を通じて得られた情報等につ
いては、適宜、取締役および監査役に報告する。 

 
２．資本政策の基本的な方針 
   当社は、当社グループの持続的な企業価値の向上を目指した資本政策を実施していく。 

当社は、当社グループのオーガニックな事業の成長を基本としつつ、M&Aの最適な組み合
わせにより、持続的な売上・利益の成長を図る。そのために必要となる十分な株主資本の水
準を保持することを基本とする。 

加えて、株主への利益還元を重要な経営課題として認識し、適正かつ安定的な配当を継続
することを配当に関する基本方針とする。また、配当性向については、連結配当性向40%以
上を目安とする。また資本効率を高め、ROEの中期的な向上を目指していくことで、株主の
期待に応えていく。 
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３．政策保有株式に関する方針 
（１）政策保有に関する方針 

・当社は、取引関係の維持・強化等の観点から、当社グループの企業価値向上に資すると
判断される場合に、取引先等の株式を保有することがある。 

・当社は、保有の意義、効果について、定期的にモニタリングを行う。 
・当社は、毎年、個別の政策保有株式について、出資時の目的、投資対期待効果、出資先

の業績･財政状態等およびモニタリングの結果を総合的に勘案し、保有の適否の検証を行
う。その結果、売却も含め保有方針を見直すことがある。 

 
（２）政策保有株式に係る議決権行使の基準 

当社は、政策保有株式の議決権行使にあたっては、各議案について、保有目的への合致や
当社グループおよび発行会社の企業価値に対する影響を総合的に判断した上、行使する。 

 
４．買収防衛策 

当社は、買収防衛策は導入しない。 
 
５．関連当事者間の取引 

当社は、当社と取締役または主要株主等との取引（関連当事者間の取引）が、当社および
株主共同の利益を害することのないよう、取締役会における取引の承認や報告を行うことに
より適切に監督する。 
 親会社との取引については、営業取引においては市場価格・総原価等を勘案の上、交渉し、
また資金取引に係る利率については市場金利を参考に、それぞれ一般的取引と同様に決定する。 

 
第3章 コーポレートガバナンスの体制 

 
１．機関設計 

当社は、取締役会において経営の重要な意思決定および業務執行の監督を行うとともに、監
査等委員会設置会社として、監査等委員会が、取締役の職務執行状況等を監査・監督する。 

 
２．取締役会 
（１）取締役会の役割、責務 

取締役会は、法令、定款および当社関連規程類の定めに基づき、経営の重要な意思決定およ
び業務執行の監督を行うとともに、株主からの負託に応え、持続的な成長と中長期的な企業
価値の最大化を図ることについて責任を負う。 

 
（２）取締役会の構成 

取締役の員数は、活発な審議ができるよう定款で定める13名以内とし、取締役会全体として、
多様な知識、経験、能力のバランスが保たれるよう配慮する。 

 
（３）指名・報酬委員会 
  取締役会は、その下に任意の委員会として、指名・報酬委員会を置く。指名･報酬委員会で

は、取締役（代表取締役を含む）の選任・解任および報酬等に関する検討、意見交換を行う。
客観性・透明性を確保するために、委員長および委員の過半数を独立社外取締役とする。 

 
（４）取締役候補者の選任 

取締役会は、取締役候補者について、「取締役規則」に定める選任基準を満たす者を選任す
る。 
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  候補者の選任にあたっては、指名・報酬委員会での検討・意見交換を行った上で、取締役会 
において決定する。 

 
（５）最高経営責任者（ＣＥＯ）等の後継者の育成とその決定 
  最高経営責任者（ＣＥＯ）等は自らの後継者の育成を重要な責務のひとつであると認識し、

後継者候補となる執行役員に、セグメントまたは部門の担当役員、部門長、子会社の経営責
任者等の重要なミッションを担わせるとともに、毎年度の目標設定と評価、重要な会議への
出席等を通じた経営への参画および各種研修等により育成を図る。後継者候補の指名にあた
っては、社内外を問わず広く登用することを基本とし、定めた選任基準に照らし候補者を選
定する。客観性・透明性を確保するために、当該候補者について指名･報酬委員会での検討、
意見交換を行った上で、取締役会にて決定する。なお、委員会での意見等については、適切
な範囲で取締役会において報告する。 

 
（６）業務執行取締役（ＣＥＯ含む）の解任 
  代表取締役等の業務執行取締役（ＣＥＯ含む）が不正もしくは不当な行為を行うなど適格性

を欠くと認められる場合には、適時性を損なわない範囲で、指名・報酬委員会での検討・意
見交換を行った上で、取締役会において、代表取締役・業務執行取締役としての役職を解任
し、また取締役候補者として指名しないこととする。 

 
（７）内部統制 

取締役会は、適切な統制のもとで業務執行が行われるようにするため、内部統制システムに
関する基本方針を定め、その運用状況を監督する。 

 
（８）取締役会の実効性評価 

取締役会は、毎年、取締役会全体の実効性について分析・評価を行い、取締役会の運営改善
に活用するとともに、その結果の概要を開示する。 

 
３．監査等委員会 
（１）監査等委員会の役割、責務 

監査等委員会は、株主の負託を受けた独立の機関として、法令、定款および当社関連規程類
の定めに基づき、取締役の職務の執行を監査・監督するなどの役割・責務を果たす。 

 
（２）監査等委員会の構成 

監査等委員の員数は、定款で定める4名以内とし、監査等委員会はすべての監査等委員で構
成する。 

 
（３）監査等委員候補者の選任 

取締役会は、監査等委員候補者について、「取締役規則」に定める選任基準を満たす者を選
任する。 

 
（４）会計監査人 
  監査等委員会は、会計監査人と連携し、監査を行う。 

・監査等委員会は、会計監査人の評価基準を策定し、独立性と専門性について確認する。 
・監査等委員会は、会計監査人が不正を発見し適切な対応を求めた場合や、不備・問題点

を指摘した場合の対応体制を確保する。 
・監査等委員会は、会計監査人、経理担当取締役および経理部を交えた定例会議を毎四半



5 
 

期および期末に実施する。 
 
４．独立性要件 

当社は、独立社外取締役候補者について、別紙に定める当社の独立性基準を満たす者を選任
する。 
 

５．取締役の報酬等の決定 
当社は、取締役会において、取締役の報酬等の決定に関する方針について定め、開示する。
監査等委員でない取締役の報酬等は、この方針に基づき、客観性・透明性を確保するため、
指名・報酬委員会での検討、意見交換を行った上で、株主総会にて決議された報酬総額の限
度内で、取締役会において決定する。監査等委員である取締役の報酬等は、この方針に基づ
き、株主総会にて承認された報酬枠の範囲内で、監査等委員である取締役の協議により決定
する。 

 
６．取締役のトレーニング 

当社は、取締役がその役割、責務を適切に果たすために必要な知識の習得、更新の機会を提
供するとともに、必要な情報提供を実施する。 

 
７．取締役の他社役員兼任 

取締役が他の上場会社の役員等を兼任する場合、当該取締役は、当社の取締役業務に時間・
労力を振り向けることができる合理的な範囲にとどめるよう努める。 

 
 

第4章 ステークホルダーとの適切な協働 
 

１．行動規範 
当社は、当社グループの取締役および従業員の業務の執行が、法令および定款に適合し、適
正に行われることを確保するため、当社の親会社である株式会社電通グループの定める「電
通グループ行動憲章」、および当社グループの行動基準「私たちの行動宣言」を、遵守すべ
き共通の行動規範として定め、開示する。 

 
２．様々なステークホルダーの利益の考慮 

当社は、長期的な企業価値の向上のために、株主、従業員、顧客、取引先、債権者、地域社
会をはじめとする様々なステークホルダーの利益を考慮する。 

 
３．多様な人材の活躍に向けた環境･制度の整備 

当社は、人種、宗教、国籍、性別、性自認および性的指向、年齢、学歴、障がいの有無等に
かかわらず多様な人材が活躍できる環境・制度を整備する。 

 
４．内部通報制度 

当社は、通報者が、不利益な取扱いを受けることを懸念することなく、当社における違法ま
たは不適切な行為等についての情報を伝えることができ、また伝えられた情報が適切に活用
されるよう、内部通報制度を整備、運用する。 
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第5章 適切な情報開示と透明性の確保 
 

１．法令および上場証券取引所規則に従って行う情報開示 
当社は、会社法、金融商品取引法、上場証券取引所規則およびその他の適用法令に従って、
公正な開示を行う。 

 
２．前項以外での情報開示 

当社は、前項以外の情報提供にも積極的に取り組み、社会的に有用と判断される情報を開示
する。 
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＜制定および改廃の履歴＞ 

 
・2015年11月30日制定 2015年12月1日施行 
・2016年2月9日改定 2016年2月9日施行 
・2016年7月28日改定 2016年8月5日施行 
・2017年2月20日改定 2017年2月20日施行 
・2017年7月27日改定 2017年8月1日施行 
・2018年11月30日改定 2018年11月30日施行 
・2019年2月8日改定 2019年2月8日施行 
・2019年11月27日改定 2019年11月27日施行 
・2021年5月31日改定 2021年5月31日施行 
・2021年11月30日改定 2021年11月30日施行 
・2023年3月24日改定 2023年3月24日施行 

 
以上  
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＜別紙：株主との建設的な対話を促進するための方針＞ 

当社は IR 活動を経営上重要な課題として認識し、透明性、公平性、継続性を柱に、株主・投資
家の皆様に対するタイムリーな情報提供に努めます。東京証券取引所 の「上場有価証券の発行
者の会社情報の適時開示等に関する規則」（平成 11 年 9 月 1 日施行）に従った情報ならびにそ
の他の重要な情報を正確かつ迅速に公開 するほか、当社を理解して頂くために有効な情報につ
きましても、積極的に開示してまいります。 
 
＜IR体制およびIR活動について＞ 
当社は、IR 担当の取締役または執行役員（以下、IR 担当役員）を 1 名選任するとともに、IR 担
当部署を設置し、IR 担当者を配置しております。IR 担当者は、社内の関連部署と密接に情報共
有を行い、株主・投資家の皆様との積極的かつ建設的な対話の促進に努めます。対話において把
握した株主・投資家からの意見や株主構成情報については、IR 担当者より、社長および IR 担当
役員に定期的に報告を行っております。 
 
＜情報公開方法＞ 
適時開示規則に従った情報は、すみやかに東京証券取引所の TDnet（※）に登録いたします。
また、適時開示規則にはあたらないその他の重要な情報につきましても、 随時 TDnet に登録い
たします。いずれの場合も、登録後すみやかに当社ホームページに情報を掲載いたします。 

 
※ 東京証券取引所所管の「TDnet オンライン登録システム」 

 
また、その他当社を理解して頂くために有効な情報に関しましても適宜ホームページ上に公開い
たします。 
 
＜株主・投資家との面談対応方針＞ 
株主・投資家からの面談要望は、原則としてIR担当者が対応することとし、必要に応じて社長ま
たはIR担当役員とともに面談に臨みます。なお、面談以外の対話の機会として、決算説明会（第
二四半期決算および本決算発表日）や、テーマを設定したスモールミーティングを開催しており
ます。 
 
＜沈黙期間について＞ 
当社では、決算情報の漏洩を防ぎ、公平性を確保するため、決算期日の翌日から決算発表日まで
を沈黙期間としています。この期間は、決算に関するコメント・質問への一切の回答を行いませ
んので、ご了承下さい。 
 
但し、沈黙期間中に判明した業績予想と既発表の業績予想の差異が東京証券取引所の適時開示規
則上の開示要件に該当することが明らかになった場合には、TDnet、プレスリリース、ホームペ
ージにより業績予想修正として情報開示を行います。 
 
＜インサイダー情報の取扱いについて＞ 
当社は、金融商品取引法上の重要事実(但し、軽微基準に該当するものを除く）、または東京証
券取引所の適時開示規則上の開示要件に該当する会社情報（決定事項・発生事実・決算に係る情
報等）を重要事実等と指定し、当社で定めた「重要事実等の管理等に関する規程」に従い、重要
事実等の情報の管理およびインサイダー取引の未然防止を図っております。株主・投資家との対
話に際しては、同規程に則り、重要事実等の情報の管理を徹底しています。 

以上 
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＜別紙：社外取締役の独立性基準＞ 

当社は、当社の社外取締役（候補者を含む）が、東京証券取引所の定める独立役員の要件を満た
すことに加え、以下の（１）から（３）のいずれにも該当しない場合に、独立性を有するものと
判断する。 
 
（１）当社の大株主（直接・間接に 10%以上の議決権を保有する者）またはその業務執行者 
（２）当社の定める基準を超える取引先（※1）の業務執行者 
（３）当社より、過去 3 事業年度のいずれか 1 事業年度において、役員報酬以外に 1 事業年度

当たり 1,000 万円を超える金銭その他の財産上の利益を得ているコンサルタント、会計
専門家または法律専門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合には、
当該団体に所属する者をいう。） 

 
※1  当社の定める基準を超える取引先とは、過去 3 事業年度のいずれか 1 事業年度において、

当社との取引が当社連結売上高の 2%に相当する金額を超える取引先をいう。 
以上 


